
 岩手県県税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成24年３月31日 

                                            岩手県知事 達 増 拓 也  

岩手県規則第37号 

   岩手県県税条例施行規則の一部を改正する規則 

 （岩手県県税条例施行規則の一部改正） 

第１条 岩手県県税条例施行規則（昭和41年岩手県規則第12号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （法人事業税の更正、決定通知（納税の通知）書等の様式）  （法人事業税の更正、決定通知（納税の通知）書等の様式）

第40条 次の表の左欄に掲げる法令又は条例の規定による同表

中欄に掲げる書類の様式は、それぞれ同表右欄に掲げるとこ

ろによるものとする。 

第40条 次の表の左欄に掲げる法令又は条例の規定による同表

中欄に掲げる書類の様式は、それぞれ同表右欄に掲げるとこ

ろによるものとする。 

  条 項 書類の様式 様式番号   条 項 書類の様式 様式番号  

  ［略］    ［略］  

 ２ 法第72条の49第11項  ［略］   ２ 法第72条の48の２第

12項 

 ［略］  

  ［略］    ［略］  

様式第126号の２（第68条関係） 様式第126号の２（第68条関係） 

 ［略］  ［略］ 

  １ ［略］   １ ［略］  

  （注）   （注）  

  (１) 「当該乗合バス事業者の所有する一般乗合用バ

ス車両数」とは、課税免除を受けようとする年度の

４月１日現在において、乗合バス事業者が所有する

一般乗合用バスのうち、生活交通路線維持費補助金

交付申請において当該乗合バス事業者の全路線の年

間走行キロ数の算定の基礎となった乗合バスの車両

総数をいうものであること。 

   (１) 「当該乗合バス事業者の所有する一般乗合用バ

ス車両数」とは、課税免除を受けようとする年度の

４月１日現在において、乗合バス事業者が所有する

一般乗合用バスのうち、地域間幹線系統確保維持費

補助金又は被災地域地域間幹線系統確保維持費補助

金の交付申請において当該乗合バス事業者の全路線

の年間走行キロ数の算定の基礎となった乗合バスの

車両総数をいうものであること。 

 

  (２) 「当該乗合バス事業者の全路線の年間走行キロ

数」とは、課税免除を受けようとする年度の前年度

において、生活交通路線維持費補助金の対象となっ

た期間における当該補助金の算定の基礎となった路

線の年間走行キロ数をいうものであること。 

   (２) 「当該乗合バス事業者の全路線の年間走行キロ

数」とは、課税免除を受けようとする年度の前年度

において、地域間幹線系統確保維持費補助金又は被

災地域地域間幹線系統確保維持費補助金の対象とな

った期間における当該補助金の算定の基礎となった

路線の年間走行キロ数をいうものであること。 

 

  (３) 「当該乗合バス事業者の生活交通路線に係る年

間走行キロ数」とは、当該乗合バス事業者のバス路

線のうち、課税免除を受けようとする年度の前年度

において、生活交通路線維持費補助金の対象となっ

た期間における生活交通路線の年間走行キロ数をい

   (３) 「当該乗合バス事業者の生活交通路線に係る年

間走行キロ数」とは、当該乗合バス事業者のバス路

線のうち、課税免除を受けようとする年度の前年度

における生活交通路線（地域間幹線系統確保維持費

補助金又は被災地域地域間幹線系統確保維持費補助

金の対象となった路線）の年間走行キロ数をいうも

 



うものであること。 のであること。 

  (４)・(５) ［略］     (４)・(５) ［略］   

 ２ 課税免除対象バス車両の内訳には、各車両ごとに、

自動車税の課税免除を受けようとする年度の４月１日

から４月７日までの期間に係る自動車運送事業等運輸

規則（昭和31年運輸省令第44号）第22条の２の乗務記

録によって生活交通路線走行キロ数及び全走行キロ数

を算定し、次の算式により計算した生活交通路線走行

率の高いものから順次１の課税免除対象バス車両総数

までのバス車両について記載すること。 

  ２ 課税免除対象バス車両の内訳には、各車両ごとに、

自動車税の課税免除を受けようとする年度の４月１日

から４月７日までの期間に係る旅客自動車運送事業運

輸規則（昭和31年運輸省令第44号）第25条の乗務記録

によって生活交通路線走行キロ数及び全走行キロ数を

算定し、次の算式により計算した生活交通路線走行率

の高いものから順次１の課税免除対象バス車両総数ま

でのバス車両について記載すること。 

 

  ［略］    ［略］  

  

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 様式第113号を次のように改める。 

 



様式第113号（第59条関係） 

受

付

印

                        自 動 車 取 得 税 修 正 申 告 書                    

年  月  日   

  盛岡広域振興局長 様 

 取 得 年 月 日 年  月  日   

 登 録 番 号 課 税 標 準 額 ① 税 率 ② 税 額 ① × ② ③ 既 に 納 付 の 確 定 し た 税 額 ④
こ の 申 告 に よ り 納 付 す べ き 税 額 
③－④ 

 

        千円
 

100 

 百円        円        円  

 
住 所
（所在地）

 車 名  
車 台

番 号
 長 さ  ㎝

ガ ソ 

リ ン 
 

納
税
（
申
告
・

報
告
）
義
務
者

氏 名
（名 称） ○印 

初 年 度

登 録
 

車 体 の

形 状
 幅  ㎝ 軽 油 

 
主 た る 定 置
場 の 所 在 地

 

車
名
等 

型 式  
原 動 機

の 型 式
 高 さ  ㎝

燃

料

の

種

類 

その他

（ ） 

 

        人  
  軽自動車 普通自動車 小型三輪車 小型三輪車 エコカー減税

中 古 車

特 例
受・否 乗 車 定 員

（       人）  
 

        kg  
 自家用 営業用 け ん 引 車 普通車 小型車 最大積載量

（       kg）  
 

 乗 用 車
普通車 小型四

輪車 
被けん引車 普通車 小型車 

記載要領

５を参照

 

記 載 要 領

６ を 参 照

 

車 両 重 量            kg   

車両総重量            kg  

         Ｌ  

霊きゅう車 普通車 

小型四輪車 小型三輪車

バリアフリー、

Ａ Ｓ Ｖ 特 例
燃 費     Km/l 

総排気量・

定 格 出 力  （       KW）  
 

自動車
の種類
及び用
途（該
当事項
を○で
囲んで
くださ
い。） 

トラック 貨物 貨客兼用 

受・否 
変 速

装 置
ＡＴ・ＭＴ 

  バ ス
一般乗合用 そ

の他（   ） 

特種用途車
（用途） 

新
規
登
録
（
新
車
） 

記載要領

８を参照

 

左
記
以
外
（
中
古
） 

構 造 Ａ・Ｂ・B1・B2

備 考  

 

 

（Ａ４）  

記載要領 

１ 「納税（申告・報告）義務者」の欄の「住所又は所在地」には、納税義務者等がビル等に入居している場合又は同居人である場合には、ビル等の名称のほかに棟号数、室番号又は

○○様方のように、郵便物が確実に届くように記入すること。 



  なお、「氏名又は名称」の欄の右端の「印」位置に、必ず押印すること。 

２ 「乗車定員」及び「最大積載量」の各欄には、貨客兼用車等であるため乗車定員及び最大積載量がそれぞれ複数ある場合、（ ）内にはいずれか大きい方の乗車定員とこれに係る

最大積載量を記入すること。 

３ 「車体の形状」の欄には、自動車検査証の「車体の形状」の欄に記載された形状を記入すること。 

４ 「長さ」、「幅」及び「高さ」の各欄には、特種用途自動車の場合のみ記入すること。 

５ 「エコカー減税」の欄には、次のいずれかのうち、該当する項目の番号又は記号を枠内に記入すること。（バリアフリー、ＡＳＶ特例にも該当する場合は、「エコカー減税」又は

「バリアフリー、ＡＳＶ特例」のうち、適用を受けようとするいずれか一方にのみ記入すること。） 

 (１) 電気自動車、天然ガス自動車（21年排出ガス10％低減）（非課税）・・・・・・１ 

 (２) プラグインハイブリット自動車（非課税）・・・・・・２ 

 (３) 低排出ガスディーゼル乗用車（非課税）・・・・・・３ 

 (４) 17年排出ガス75％低減かつ27年度燃費＋20％（JC08モード燃費値を算定していない自動車は、22年度燃費＋50％）達成ガソリン車（乗用車、2.5ｔ以下バス・トラック）（非

課税）・・・・・・４ 

 (５) 17年排出ガス75％低減かつ27年度燃費＋10％（JC08モード燃費値を算定していない自動車は、22年度燃費＋38％）達成ガソリン車（乗用車、2.5ｔ以下バス・トラック）（１/

４税率）・・・・・・５ 

 (６) 17年排出ガス75％低減かつ27年度燃費基準（JC08モード燃費値を算定していない自動車は、22年度燃費基準＋25％）達成ガソリン車（乗用車、2.5ｔ以下バス・トラック）（

１/２税率）・・・・・・６ 

 (７) 17年排出ガス75％低減かつ27年度燃費＋10％達成ガソリン車（2.5ｔ超3.5ｔ以下バス・トラック）（非課税）・・・・・・Ａ 

 (８) 17年排出ガス75％低減かつ27年度燃費＋５％達成ガソリン車（2.5ｔ超3.5ｔ以下バス・トラック）（１/４税率）・・・・・・Ｂ 

 (９) 17年排出ガス75％低減かつ27年度燃費基準達成ガソリン車（2.5ｔ超3.5ｔ以下バス・トラック）（１/２税率）・・・・・・Ｃ 

 (10) 17年排出ガス50％低減かつ27年度燃費＋10％達成ガソリン車（2.5ｔ超3.5ｔ以下バス・トラック）（１/４税率）・・・・・・Ｅ 

 (11) 17年排出ガス50％低減かつ27年度燃費＋５％達成ガソリン車（2.5ｔ超3.5ｔ以下バス・トラック）（１/２税率）・・・・・・Ｆ 

 (12) 21年排出ガス10％低減かつ27年度燃費＋10％達成ディーゼル車（2.5ｔ超3.5ｔ以下バス・トラック）（非課税）・・・・・・Ｈ 

 (13) 21年排出ガス10％低減かつ27年度燃費＋５％達成ディーゼル車（2.5ｔ超3.5ｔ以下バス・トラック）（１/４税率）・・・・・・Ｋ 

 (14) 21年排出ガス10％低減かつ27年度燃費基準達成ディーゼル車（2.5ｔ超3.5ｔ以下バス・トラック）（１/２税率）・・・・・・Ｌ 

 (15) 21年排出ガス基準適合かつ27年度燃費＋10％達成ディーゼル車（2.5ｔ超3.5ｔ以下バス・トラック）（１/４税率）・・・・・・Ｍ 

 (16) 21年排出ガス基準適合かつ27年度燃費＋５％達成ディーゼル車（2.5ｔ超3.5ｔ以下バス・トラック）（１/２税率）・・・・・・Ｎ 

 (17) 21年排出ガス10％低減かつ27年度燃費＋10％達成ディーゼル車（3.5ｔ超バス・トラック）（非課税）・・・・・・Ｐ 

 (18) 21年排出ガス10％低減かつ27年度燃費＋５％達成ディーゼル車（3.5ｔ超バス・トラック）（１/４税率）・・・・・・Ｒ 



 (19) 21年排出ガス10％低減かつ27年度燃費基準達成ディーゼル車（3.5ｔ超バス・トラック）（１/２税率）・・・・・・Ｔ 

 (20) 21年排出ガス基準適合かつ27年度燃費＋10％達成ディーゼル車（3.5ｔ超バス・トラック）（１/４税率）・・・・・・Ｕ 

 (21) 21年排出ガス基準適合かつ27年度燃費＋５％達成ディーゼル車（3.5ｔ超バス・トラック）（１/２税率）・・・・・・Ｗ  

６ 「中古車特例」の欄には、特例の適用を受けようとするか否かについて、該当する項目を○で囲むこと。特例の適用を受けようとする場合は、上記５の(１)から(11)まで、５の

(17)から(21)までのいずれかのうち、該当する項目の番号又は記号を枠内に記入すること。（ただし、「非課税」は「45万円控除」に、「１/４税率」は「30万円控除」に、「１/２

税率」は「15万円控除」に読み替える。また、５の(17)から(21)までについては、ディーゼルハイブリット車のみを対象とする。） 

７ 「エコカー減税」又は「中古車特例」の適用を受けようとする場合で、５の(４)から(21)までのいずれかに該当する場合は「燃費」の欄に燃費値を記入すること。 

  また、貨物自動車の場合には、「変速装置」の欄について該当する項目を○で囲むこと。 

  なお、「構造」の欄については、貨物自動車のうち軽自動車については「Ａ」又は「Ｂ」を、車両総重量1.7ｔ超3.5ｔ以下の貨物自動車については「Ａ」、「B1」又は「B2」のい

ずれか該当する項目を選択すること。「Ａ」は次の要件のいずれにも該当する場合をいい、「Ａ」以外の場合を「Ｂ」、「Ｂ」のうち(２)に掲げる要件に該当する場合を「B1」、「

Ｂ」のうち「B1」以外のものを「B2」という。 

 (１) 最大積載量を車両総重量で除した値が0.3以下となるものであること。 

 (２) 乗車装置及び物品積載装置が同一の車室内に設けられており、かつ、当該車室と車体外とを固定された屋根、窓ガラス等の隔壁により仕切られるものであること。 

 (３) 運転室の前方に原動機を有するものであること。 

８ 「バリアフリー、ＡＳＶ特例」の欄には、特例の適用を受けようとするか否かについて、該当する項目を○で囲むこと。特例の適用を受けようとする場合は、次のいずれかのうち

、該当する項目の番号を枠内に記入すること。（エコカー減税にも該当する場合は、「エコカー減税」又は「バリアフリー、ＡＳＶ特例」のうち、適用を受けようとするいずれか一

方にのみ記入すること。） 

 (１) ノンステップバス（1,000万円控除）・・・・・・１ 

 (２) リフト付きバス（乗車定員30人以上）（650万円控除）・・・・・・２  

 (３) リフト付きバス（乗車定員30人未満）（200万円控除）・・・・・・３  

 (４) ユニバーサルデザインタクシー（100万円控除）・・・・・・４  

 (５) ＡＳＶ（衝突被害軽減ブレーキ搭載車両）（８ｔ超22ｔ以下トラック）（350万円控除）・・・・・・５ 

 (６) ＡＳＶ（衝突被害軽減ブレーキ搭載車両）（22ｔ超トラック、13ｔ超けん引車）（350万円控除）・・・・・・６



第２条 岩手県県税条例施行規則の一部を次のように改正する。 
 

 

   合 計（④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧）  ⑨   円

平成18年度以前の賦課決定  ⑩ 

に係る徴収取扱費（付表１ｈ） 

  
円

  交付に係る徴収取扱費総計（⑨＋⑩）   円

  様式第67号中 

「 

 

 

」

を 

    

 

   合 計（④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧）      円 
 「 

 」
に改め、同様式中 

 備考１を削り、備考２を備考１とし、備考３を備考２とし、備考４を備考３とし、備考５を備考４とする。 

様式第67号（付表）を削る。 

   附 則 

１ この規則は、平成24年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、同年８月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の岩手県県税条例施行規則様式第113号は、この規則の施行の日以後の自動車の取得に係る自動車取得

税修正申告書について適用し、同日前の自動車の取得に係る自動車取得税修正申告書については、なお従前の例による。 

３ この規則による改正前の岩手県県税条例施行規則に規定する様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することが

できる。 
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